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   第 ３ 回   熊本県議会  総務常任委員会会議記録 

 

平成30年６月22日(金曜日) 

            午前９時59分開議 

            午前11時32分閉会 

――――――――――――――― 

本日の会議に付した事件 

 議案第１号 平成30年度熊本県一般会計補

正予算(第２号) 

 議案第４号 熊本県税条例等の一部を改正

する条例の制定について 

 議案第13号 専決処分の報告及び承認につ

いて 

 議案第14号 専決処分の報告及び承認につ

いて 

 議案第30号 平成30年度熊本県一般会計補

正予算(第３号) 

 報告第１号 平成29年度熊本県一般会計繰

越明許費繰越計算書の報告についての

うち 

 報告第５号 平成29年度熊本県一般会計事

故繰越し繰越計算書の報告についての

うち 

 報告事項 

  ① ｢創造的復興に向けた重点10項目に

ついて」 

  ② 県央広域本部及び防災センターの合

築庁舎に係るスケジュール等について 

  ③ ｢政令指定都市誕生後の県内各地域

の将来像」に係る熊本地震の影響の検

証 

  ④ 世界文化遺産登録推進の取組み状況

について 

  ⑤ 川辺川ダム問題について 

――――――――――――――― 

出席委員(７人) 

        委 員 長 内 野 幸 喜 

        副委員長 末 松 直 洋 

        委  員 前 川   收 

        委  員 溝 口 幸 治 

        委  員 早 田 順 一 

        委  員  田 大 造 

        委  員 大 平 雄 一 

欠席委員(なし) 

委員外議員(なし) 

――――――――――――――― 

説明のため出席した者 

 知事公室 

         公室長 坂 本   浩 

       政策審議監 白 石 伸 一 

       危機管理監 松 岡 正 之 

    秘書グループ課長 府 高   隆 

    広報グループ課長 市 川 弘 人 

  くまモングループ課長 小金丸   健 

       首席審議員 

   兼危機管理防災課長 宮 本   正 

 総務部 

         部 長 池 田 敬 之 

  理事兼県央広域本部長 

   兼市町村・税務局長 本 田 充 郎 

       政策審議監 青 木 政 俊 

      総務私学局長 満 原 裕 治 

        人事課長 小 原 雅 之 

        財政課長 下 山   薫 

    県政情報文書課長 村 上   徹 

      総務厚生課長 坂 本 弘 一 

      財産経営課長 永 江 昌 二 

      私学振興課長 塘 岡 弘 幸 

       市町村課長 

 兼県央広域本部総務部長 間 宮 将 大 

      消防保安課長 門 﨑 博 幸 

        税務課長 増 田 要 一 

 企画振興部 

         部 長 山 川 清 徳 
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       政策審議監 岡 田   浩 

   地域・文化振興局長 水 谷 孝 司 

   交通政策・情報局長 藤 井 一 恵 

  首席審議員兼企画課長 内 田 清 之 

      地域振興課長 

 兼県央広域本部振興部長 倉 光 麻里子 

       文化企画・ 

    世界遺産推進課長 西 尾 浩 明 

 川辺川ダム総合対策課長 吉 野 昇 治 

      交通政策課長 重 見 忠 宏 

    交通政策課政策監 清 田 克 弘 

      情報企画課長 島 田 政 次 

      統計調査課長 山 田 裕 二 

 出納局 

  会計管理者兼出納局長 能 登 哲 也 

        会計課長 無 田 英 昭 

      管理調達課長 岡 村 英 治 

 人事委員会事務局 

         局 長 田 中 信 行 

  首席審議員兼総務課長 井 上 知 行 

       公務員課長 小 﨑   至 

 監査委員事務局 

         局 長 中 山 広 海 

         監査監 田 原 英 介 

         監査監 石 川   修 

         監査監 工 藤 真 裕 

 議会事務局 

         局 長 吉 田 勝 也 

     次長兼総務課長 横 井 淳 一 

        議事課長 中 村 誠 希 

      政務調査課長 上 村 祐 司 

――――――――――――――― 

事務局職員出席者 

       議事課参事 小 池 二 郎 

   政務調査課課長補佐 岩 永 千 夏 

――――――――――――――― 

  午前９時59分開議 

○内野幸喜委員長 それでは、時間前であり

ますが、これより第３回総務常任委員会を開

会いたします。 

 本日の委員会に１名の傍聴の申し出があり

ましたので、これを認めることといたしまし

た。 

 次に、本委員会に付託された議案等を議題

とし、これについて審査を行います。 

 まず、議案等について執行部の説明を求め

た後、一括して質疑を受けたいと思います。 

 なお、執行部からの説明は、効率よく進め

るために、着座のまま簡潔にお願いいたしま

す。 

 それでは、総務部長から総括説明をお願い

いたします。 

 

○池田総務部長 それでは、今回提案してお

ります議案の概要について、御説明申し上げ

ます。 

 まず、一般会計補正予算につきましては、

議案第１号といたしまして、熊本地震からの

復旧、復興を図るための予算を中心に、110

億1,900万円を計上しております。 

 また、議案第30号として、熊本県議会議員

熊本市第二選挙区補欠選挙経費9,200万円を

計上しておりまして、これらを合算しますと

111億1,000万円の補正となり、補正後の予算

規模は8,449億1,200万円となります。 

 このほか、熊本県税条例等の一部を改正す

る条例の制定や専決処分の報告、承認、繰越

計算書などにつきましても、あわせて御提

案、御報告を申し上げております。 

 この後、予算関係議案の総括的な説明につ

きましては財政課長から、また、予算の詳細

な内容及び条例等議案につきましては各課長

から、それぞれ御説明申し上げます。 

 よろしく御審議いただきますようお願い申

し上げます。 

 

○内野幸喜委員長 次に、財政課長から今回

の補正予算の概要等について、説明をお願い

いたします。 
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○下山財政課長 財政課でございます。 

 今回、冒頭提案、追加提案と、２つの補正

予算を計上しておりますので、両方を合わせ

た資料として説明をさせていただきます。 

 資料の１ページをお願いいたします。 

 議案第３号、知事専決処分による平成30年

度補正予算の概要について、御説明いたしま

す。 

 これは、熊本市東町の東部支援学校(仮称)

でございますが、今定例会において、校名を

熊本はばたき高等支援学校とする条例も別途

提案しておりますが、この新築工事に関しま

して、不調、不落による大幅な着工遅延のた

め再入札を行うに当たり、予算措置をしてい

ない平成31年度分の債務負担行為の設定が必

要になったことから、３月29日付で知事専決

処分により15億100万円を限度額とする債務

負担行為の補正を行ったものでございます。 

 その後、４月27日に実施しました５回目の

入札において、無事落札となったところでご

ざいます。 

 続きまして、２ページをお願いします。 

 ６月補正予算の概要について、御説明しま

す。 

 まず、一般会計補正予算(第２号)。今回の

議案では、第１号となる冒頭提案分といたし

まして、平成28年熊本地震からの速やかな復

旧、復興を図るために必要となる事業を中心

に、110億1,900万円を計上しております。 

 その主な内容としましては、(1)の熊本地

震への対応分として69億1,200万円を計上し

ています。 

 内訳は、①被災者の救済、生活支援とし

て、住まいの再建支援に向けた取り組みに、

合計で3,600万円、②社会・産業インフラの

機能回復として、直轄災害復旧事業負担金が

49億4,800万円、益城町の土地区画整理事業

が16億1,400万円、③その他として『ONE PIE

CE』連携復興応援事業が1,300万円などでご

ざいます。 

次に、(2)の通常補正分としまして41億600万

円を計上しており、地域道路改築費、県営経

営体育成基盤整備事業費など、主に国庫内示

増に伴うものを計上しております。 

 次に、追加提案分となる一般会計補正予算

(第３号)ですが、こちらは、熊本県議会議員

熊本市第二選挙区に欠員が生じたことに伴う

補欠選挙の実施経費9,200万円を計上してい

ます。 

 これらの補正により、冒頭総務部長が御説

明しましたとおり、６月補正は、総額111億

1,000万円の補正となり、補正後の予算規模

は8,449億1,200万円となります。 

 ３ページをお願いします。 

 上段の表は、一般会計のほか、企業会計の

補正予算の内訳となります。 

 企業会計については、経済環境常任委員会

で御審議をいただきます。 

 その下、(参考)としまして、熊本地震関係

のこれまでの予算措置状況を整理しておりま

す。 

 右側の表は、平成28年度及び29年度の最終

予算と30年度の当初予算に加え、今回の６月

補正予算のそれぞれの予算額と累計総額を区

分ごとにお示ししております。 

 今回の補正を加えまして、円グラフ記載の

とおり、６月補正後の熊本地震関連予算は、

累計総額で8,543億円となります。 

 １枚おめくりいただきまして、資料の４ペ

ージ、５ページが歳入予算となります。 

 冒頭提案分でございますが、５ページのほ

うの12、繰入金は、住まいの再建支援に向け

た取り組みのための復興基金からの繰り入

れ、また、15の県債は、直轄災害復旧事業負

担金の財源として、災害復旧事業債を発行す

るものであり、これが一番予算額が大きいの

ですが、起債充当率100％、交付税措置率95

％と、大変有利な起債を充当するものでござ

います。 

 また、追加提案分では、13、繰越金を県議
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会議員補欠選挙の財源としております。 

 続いて、おめくりをいただきまして、６ペ

ージ、７ページをお願いいたします。 

 こちらは、歳出予算の内訳をお示ししてお

ります。 

 冒頭提案分として、６ページ(3)物件費で

は『ONE PIECE』連携復興応援事業として、

本県出身の漫画家・尾田栄一郎さんの作品で

あるONE PIECEの主人公ルフィの立像を設置

するものでございます。 

 また、７ページの(1)普通建設事業費の土

地区画整理事業として、益城町木山地区の土

地区画整理事業を県施行で取り組むための調

査設計や用地買収費用等を計上しておりま

す。 

 (3)国直轄事業負担金では、国道57号や阿

蘇大橋など、熊本地震に係る災害復旧事業負

担金を計上しております。 

 追加提案分としては、６ページの１、一般

行政経費の(4)その他で、熊本市第二選挙区

の補欠選挙に係る熊本市への交付金を計上し

ております。 

 ８ページをお願いします。 

 今回の補正に伴いまして必要となる地方債

の補正の内容でございます。 

 以上が今回の予算の概要でございます。御

審議のほど、よろしくお願いいたします。 

 

○府高秘書グループ課長 秘書グループでご

ざいます。 

 資料の10ページをお願いいたします。 

 一般管理費でございますが、右側の説明欄

をごらんください。 

 庁費といたしまして、1,300万円を地震対

応分として計上しております。 

 これは、４月15日に県民栄誉賞を授与いた

しました、漫画「ONE PIECE」の作者・尾田

栄一郎さんの功績を末永くたたえるととも

に、熊本の復興に尾田さんと熊本県が一緒に

取り組む象徴といたしまして「ONE PIECE」

のルフィ像を県庁プロムナードに設置する経

費でございます。 

 以上、御審議のほど、よろしくお願いいた

します。 

 

○間宮市町村課長 市町村課でございます。 

 12ページをお願いいたします。 

 県議会議員補欠選挙費といたしまして、

9,000万円余を計上しております。 

 ７月22日に執行されます熊本市第二選挙区

における補欠選挙に要する経費でございま

す。 

 御審議のほど、よろしくお願いいたしま

す。 

 

○増田税務課長 税務課でございます。 

 資料は、13ページをお願いいたします。 

 第４号議案、熊本県税条例等の一部を改正

する条例の制定についてでございます。 

 概要につきましては、資料23ページで御説

明いたします。 

 条例改正の趣旨としましては、地方税法の

一部改正に伴う改正でございます。 

 主な改正内容につきましては、たばこ税の

改正について、大きく３点ございます。 

 １点目が、最近普及しつつあります加熱式

たばこの課税方法の見直しについてでござい

ます。 

 ２の(2)のアにありますとおり、新たに加

熱式たばこの課税区分を設けることといたし

ます。その上で、イにありますとおり、課税

標準の算定方法につきまして、これまでたば

この重量により算定してきたものを、重量と

価格により算定する方法へ見直し、ことし10

月から５年間かけて、段階的に移行してまい

ります。 

 ２点目としまして、たばこ税の税率の引き

上げでございます。現在の県たばこ税の税率

は、1,000本につき860円となっております。

これを、ことし10月１日から３段階で引き上
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げ、最終的には1,070円となります。このこ

とにより、国、地方のたばこ税は、１箱当た

り60円の引き上げということになります。 

 次のページをお願いいたします。 

 ３点目としましては、紙巻きたばこ３級品

につきまして、これは、28年度から段階的に

現在実施をしております税率の引き上げでご

ざいます。これにつきまして、今申し上げま

したたばこ税の引き上げと時期を合せるため

に、半年間延長することといたします。施行

時期につきましては、段階的に引き上げるも

のもございますので、３に記載のとおりでご

ざいます。 

 続きまして、25ページをお願いいたしま

す。 

 第13号議案、熊本県税条例の一部を改正す

る条例に係ります専決処分の報告及び承認に

ついてでございます。 

 概要につきましては、31ページで御説明を

申し上げます。 

 条例改正の趣旨につきましては、これも地

方税法の一部改正に伴うものでございます。

本年４月１日施行部分につきまして、法と条

例の内容にそごが生じないよう、専決処分に

より対応したものでございます。 

 主な改正内容としましては、２にございま

すが、各税目において、課税の特例措置の新

設または適用期限を延長する国の改正に伴い

改正を行うものでございます。 

 なお、次のページ、32ページの(4)軽油引

取税につきましては、この延長につきまして

は、昨年９月の県議会においても国への意見

書が可決されているものでございます。施行

期日は、30年の４月１日でございます。 

 続きまして、33ページ、第14号議案、熊本

県税特別措置条例の一部を改正する条例に係

ります専決処分の報告及び承認についてでご

ざいます。 

 概要を34ページで御説明をいたします。 

 この条例は、誘致企業等への県税の優遇措

置を規定しているものでございますが、今回

の改正趣旨につきましては、地域再生法に係

る省令の一部改正を踏まえまして、省令と条

例の内容にそごが生じないように、専決処分

により対応したものでございます。 

 主な改正内容につきましては、地域再生法

の省令改正により、本条例の適用要件とな

る、そこに記載の整備計画の認定期限が延長

されたことに伴い、期限を延長するものでご

ざいます。 

 施行期日は、公布の日でございます。 

 税務課は以上でございます。御審議のほ

ど、よろしくお願いいたします。 

 

○府高秘書グループ課長 秘書グループでご

ざいます。 

 資料の35ページのほうをごらんいただきた

いと思います。 

 平成29年度の繰越明許費について御説明い

たします。 

 熊本地震犠牲者追悼式事業費のうち、業務

委託に要します291万円余を繰り越しいたし

ました。これは、昨年11月の補正予算により

事業に着手いたしまして、ことしの４月に追

悼式を行ったためです。 

 以上、よろしく御審議をお願いいたしま

す。 

 

○永江財産経営課長 財産経営課でございま

す。 

 36ページをお願いいたします。 

 同じく、繰越明許費の報告でございます。 

 上段の県庁舎維持補修費ですが、これは、

県庁舎の中央監視設備等の改修費について、

熊本地震の影響により施工業者における人員

確保が困難となり、工事施工に不測の日数を

要したことから、4,300万円余を繰り越した

ものでございます。本年度中に完了する予定

でございます。 

 次に、中段の財産利活用推進事業費です
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が、これは、球磨総合庁舎の改修工事におい

て、継続使用を予定していた倉庫がシロアリ

被害を受けていたこと等により、工事内容に

変更が生じたことなどから、年度内の事業完

了が困難となり、9,100万円余を繰り越した

ものでございます。本年８月末に完了する予

定でございます。 

 最後に、県庁舎等施設災害復旧費につい

て、790万円余を繰り越しております。 

 これは、熊本地震により被災した熊本総合

庁舎にある県央広域本部税務部の県庁新館１

階への移転に係る設計費について、平成29年

11月議会において予算を増額補正させていた

だいたものでございますが、事業着手から適

正工期を確保したため繰り越したものでござ

います。本年７月末に完了する予定でござい

ます。 

 以上、御審議のほど、よろしくお願いいた

します。 

 

○塘岡私学振興課長 私学振興課です。 

 次の37ページをお願いします。 

 同じく、繰越明許費の繰越計算書です。 

 まず、上段の私立学校施設耐震化促進事業

費ですが、予算額のうち3,500万円余につき

まして、平成30年度へ繰り越しさせていただ

くものです。 

 今回繰り越し対象となったものは、高校の

耐震改築１校です。繰り越しの理由ですが、

この事業は、昨年10月に国が追加募集した事

業に対応したものであったため、設計内容の

検討に日数を要したことによるものです。 

 続きまして、私立学校施設災害復旧費です

が、予算額のうち４億9,500万円余につい

て、平成30年度へ繰り越しさせていただくも

のです。今回繰り越し対象となったものは、

高校１校、幼稚園１園の計２校です。 

 繰り越しの理由ですが、熊本地震の影響に

伴い施工業者における技術者及び資材が不足

し工事の進捗がおくれ、年度内の工事完了が

困難となったことによるものです。 

 なお、組織改編に伴いまして、幼稚園関連

業務は、今年度から健康福祉部の子ども未来

課が所管することとなったため、幼稚園分の

繰越予算5,000万円程度につきましては、子

ども未来課において執行することになりま

す。 

 以上、御審議のほど、よろしくお願いいた

します。 

 

○門﨑消防保安課長 消防保安課でございま

す。 

 説明資料、同じく37ページの下段、消防学

校施設災害復旧費の明許繰越の御報告でござ

います。 

 熊本地震で損傷いたしました屋内訓練場と

救急棟２棟の災害復旧につきまして、その工

法を合築に変更したことにより、設計内容の

見直しなどに日数を要しまして3,379万6,000

円余を繰り越したものでございます。 

 本年３月に事業着手しておりまして、12月

末には完了の見込みでございます。 

 以上、御審議のほど、よろしくお願いいた

します。 

 

○増田税務課長 税務課でございます。 

 資料38ページをお願いいたします。 

 同じく繰越明許費の御報告でございます。 

 県税システム等改修事業費につきまして

は、自動車登録に関する諸手続を一括して行

えるサービスの導入に当たりまして、運用開

始リハーサルも含めて29年度中を予定してお

ったところですが、リハーサル等の時期が変

更になり、繰り越しをお願いしたものでござ

います。 

 なお、既にリハーサルも終了しておりまし

て、７月２日からの運用開始予定でございま

す。 

 税務課は以上でございます。よろしくお願

いいたします。 
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○倉光地域振興課長 地域振興課でございま

す。 

 説明資料の39ページの上段をお願いいたし

ます。 

 同じく繰越明許費の報告でございます。 

 ｢環境首都」水俣・芦北地域創造事業費で

ございますが、環境省の補助事業を活用して

水俣市が行う温泉街交流拠点整備事業等にお

いて、老朽化した建物の解体工事を伴う事業

であり、解体工事に必要な乗り入れ道路の用

地交渉が難航する等、不測の日数を要したこ

とから年度内の事業完了が困難な状況となっ

たため、3,700万円余を繰り越したものでご

ざいます。 

 なお、年度末までに完了予定です。 

 以上、よろしく御審議のほど、お願いいた

します。 

 

○西尾文化企画・世界遺産推進課長 文化企

画・世界遺産推進課でございます。 

 同じく、説明資料39ページの中段をお願い

いたします。 

 県立劇場施設整備事業費のうち、１億

5,100万円余を繰り越しております。 

 これは、演劇ホール舞台機構改修工事に関

しまして、工事入札不調により施工業者との

契約が３月にずれ込んだため、年度内の工事

完了が困難となり、繰り越しを行ったもので

ございます。 

 工事は８月中旬に完了予定を見込んでおり

ます。 

 以上でございます。よろしくお願いいたし

ます。 

 

○吉野川辺川ダム総合対策課長 川辺川ダム

総合対策課でございます。 

 同ページの下段をお願いいたします。 

 五木村振興道路整備事業費でございます

が、村からの要請を受けまして、村道神屋敷

線の整備を県が受託して行うものです。 

 平成28年度事業が熊本地震の影響で大幅に

おくれたことに伴い、その先に当たります平

成29年度事業の発注がおくれ、事業の年度内

完了が困難となりまして、2,600万円余を繰

り越したものでございます。 

 29年度事業につきましては、９月末の完成

予定でございます。 

 以上、御審議のほど、よろしくお願いいた

します。 

 

○重見交通政策課長 交通政策課でございま

す。 

 説明資料40ページ、上段をお願いいたしま

す。 

 まず、天草空港運航支援対策事業費、これ

は、天草エアライン保有機の整備に要する経

費を助成するものでございますが、その天草

エアラインの機材の整備委託先であります航

空会社格納庫内で発生した不慮の事故の影響

により、年度内の事業完了が困難な状況とな

ったため、8,900万円余を繰り越したもので

ございます。 

 ９月には事業が完了する予定です。 

 次に、南阿蘇鉄道災害復旧費につきまして

は、南阿蘇鉄道の災害復旧を行う南阿蘇鉄道

株式会社に対する助成でございます。 

 国の補正予算成立に伴う事業で、補助事業

者への交付決定がことし３月に行われたた

め、全額を本年度に繰り越したものでござい

ます。 

 年度内の完了を予定しております。 

 以上でございます。よろしくお願いいたし

ます。 

 

○島田情報企画課長 情報企画課でございま

す。 

 同じく、説明資料40ページの下段をお願い

いたします。 

 情報通信格差是正事業費ですが、携帯電話
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の基地局整備に対する補助でございます。 

 山江村が実施する分につきまして、基地局

建設地の選定に不測の日数を要したため、年

度内の工事完了が困難となったため、5,700

万円余を繰り越したものでございます。 

 なお、工事完了は８月末を予定しておりま

す。 

 以上、よろしくお願いいたします。 

 

○横井議会事務局次長 議会事務局でござい

ます。 

 資料の41ページをお願いいたします。 

 議会棟維持修繕費でございます。これは、

平成29年度から30年度までの２カ年計画で議

会棟内部改修工事を実施しておりますが、熊

本地震の影響により発注準備等に不測の日数

を要したため、１億4,200万円余を繰り越し

たものでございます。 

 なお、９月議会の開会前までに工事完了予

定でございます。 

 御審議のほど、よろしくお願いいたしま

す。 

 

○塘岡私学振興課長 私学振興課です。 

 ページをめくっていただいて、次の42ペー

ジをお願いいたします。 

 平成29年度一般会計事故繰越の繰越計算書

です。 

 明許繰越と同じく、私立学校施設災害復旧

費ですが、昨年度繰り越した11億1,900万円

余のうち１億4,300万円余を再度繰り越すも

のです。 

 今回繰り越し対象となったものは、高校２

校、中学校２校です。熊本地震の影響に伴い

まして、施工業者における技術者及び資材が

不足し、年度内の工事完了が困難となったこ

とによりまして、やむを得ず繰り越すもので

ございます。 

 なお、９月末までには全ての工事が完了す

る見込みです。 

 以上、御審議のほど、よろしくお願いいた

します。 

 

○内野幸喜委員長 以上で執行部の説明が終

わりましたので、議案について質疑を受けた

いと思います。質疑はありませんか。 

 

○前川收委員 予算総括歳出の７ページで、

国直轄事業負担金というのが出ておりまし

て、直轄災害復旧事業負担金ということで負

担金を払われるわけでありますが、この負担

金の財源内訳ですね、当然費用としては出る

わけですけれども、ここに交付税が入ったり

とか、いろんな裏打ちがあると思います。こ

れを丸々全部県が単費で出すということでは

ないと思いますので、その負担金の財源内訳

を教えていただきたいのが１つ。 

 それともう一つは、最後のほうにありまし

た。事故繰越少ないなと思いながらずっと見

ていたら、私学のほうで最終的には事故繰越

が１つ出てまいりました。多分、総務部です

から、これは私学振興課にかかわらず、所管

の課以外の全庁的な数字として今回の事故繰

越がどの程度の額になっているのか、その内

容について総務部は多分把握しているだろう

というふうに思いますので、そこは細かくじ

ゃなくていいんですけど、ざくっと教えてい

ただければと思います。 

 

○下山財政課長 財政課でございます。 

 まず１点目の国直轄事業負担金の財源の内

訳と措置の状況でございますが、中身は、57

号の北側復旧ルートでありますとか阿蘇大橋

の分でございますが、充当率が、こちら災害

復旧事業の直轄分ということで、充当率100

％の交付税措置率95％ということで、高い措

置をしていただいているところでございま

す。 

 それから、繰り越し全般の点についての御

質問でございました。 
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○前川收委員 資料がないなら、後からでも

いいですよ。 

 

○下山財政課長 平成29年度からの事故繰越

し分が1,279億ございます。内訳といたしま

しては、災害復旧費が1,000億、それから土

木費が172億となっております。 

 それから、その中で特に特徴でございます

のが、災害復旧費の中の中小企業グループ施

設災害復旧費ということで、いわゆるグルー

プ補助金の分が826億と、地震分の中でも７

割と高い割合を示しておるところが特徴でご

ざいます。 

 早期の執行に向けて、各部局と連携をとり

ながら、早期の着工に努めてまいりたいと思

っております。 

 

○前川收委員 災害直轄負担金の分は、済み

ません、ちょっと聞き方が悪かったんですけ

れども、本県の負担分の100％が起債が認め

られて95％充当されますけど、割合はどうな

るんですかね、全体の割合。つまり、県分の

割合というのが、総事業費100としたとき

に、最初にそこがまずあると思うんですけ

ど。そうしないと、実質上の負担率が見えな

いんです。 

 

○下山財政課長 財政課でございます。 

 お調べして、また後で御報告させていただ

きます。 

 

○前川收委員 わかりました。 

 例えば、100億の事業で、９割は国で見ま

しょうと、１割が負担金で出してください

と。その１割の負担金の額がこの額だと。そ

の１割を100％起債を認め、95％が充当です

ということになると、多分５％の、ここで見

れば５％の負担率が多分10分の１になって、

0.5％ぐらいになるのかな、今の計算で、総

額で計算すればですね。 

 気になったのが、市町村の災害の負担割

合、市町村単費の財政負担割合が、県全体で

いくと約６％前後だということをお話しいた

だいておりまして、かなり低率で、もちろん

６％が安いとは言いませんけれども、かなり

抑えられているというふうに思いましたけれ

ども、では県の事業はどうなっているのとい

うところが、ちょっと余りアナウンスされて

なかったかなと思いまして気になって、そこ

の数値を教えていただければというふうに聞

いたところですので、わかったところで、ま

た教えてください。もうわかった。 

 

○下山財政課長 先ほどの国直轄事業分の地

元負担率が約２割でございまして、残りが県

の負担ということになります。ごめんなさ

い、２割が県の負担ということです。その中

の、それを全て起債充当しまして、95％交付

税措置をされるということです。 

 

○前川收委員 非常に、直轄にしていただい

たことが本県財政にとっても、もちろんスピ

ード感、災害復旧のスピード感で見ても、非

常にいい効果が出ているのかなというふうに

思っております。ぜひ、なるだけたくさん直

轄でやっていただきたいなと思っています

し、阿蘇のカルデラの中の砂防事業について

も、これからなんでしょうけれども、同じよ

うな負担率でやっていただければ非常にあり

がたいなというふうに思っておりますので、

頑張ってください。 

 それからもう１つ。事故繰りの次はありま

すかという話は、基本的には行政の世界には

ないと聞いておりますが、心配しておりま

す、やっぱり。この872億、グループ補助金

が中心だという話でありまして、現在の状

況、いわゆる一般的な建築業界というんです

かね、県内のその業界とか、そういう民間の

皆さん方の状況を聞くと、まだまだ手いっぱ
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いで、やりたいけどやれないということがあ

って、契約はなさっているけれども事実上の

着工ができてないとか、そういう話をたくさ

ん聞きます。 

 それで、基本的にはあってはならないこと

でありますけれども、よもやがね、事故繰越

までは私は昔の繰越明許とほぼ変わらないと

思ってます。というのは、この予算は別とし

て、３月に予算成立したものが年度末に来

て、いきなり１回目の繰越明許なんて当たり

前の世界で、その何日間の世界で事業執行な

んてできるはずがないんだから、１回目は、

これは繰越明許は当然、補正で組まれた予算

については当然の話なんですね。２回目が事

故繰越しということになるから、通常予算で

組まれた場合と補正予算で組まれた場合は、

その工事期間というか、執行期間というもの

には大きな、もうやがて１年ぐらいの差が出

てしまうという、これはもう予算のテクニッ

ク上の問題ですけどね、そういうふうに結果

としてなってしまうわけじゃないですか。そ

のことと熊本県の現状というものから考えて

いけば、正当な理由があれば、事故繰越の先

は事故事故繰越か何か知らないけども、何と

言うのか、行政用語にはないのかもしれませ

ん。 

 しかし、やっぱり我々の視点から見れば、

正当な理由できちっとグループ補助金頑張っ

てやっているけれども、限られた期間の中で

どうしてもできない、自助努力だけじゃない

世界で、どうしても客観的にできないという

状況のことも、しっかり考えていかなければ

ならない時期にあると思っていますので、法

律というのは人間がつくったことですから、

それが絶対だめだということじゃなくて、正

当な理由があれば、そこは考えてもらいたい

と思っているんですけれども、何かコメント

はございませんか。 

 

○池田総務部長 今御指摘ありましたとお

り、繰り越しについては２回しかできないと

いう縛りが法律上ございまして、やはり東日

本大震災のときにもこの議論がありまして、

法律改正で以前１回、特別措置法でやったこ

とがあるんですけれども、大分昔の話ですけ

れども。東日本大震災のときにも、同じよう

に法律を改正してやってくれという議論があ

ったんですが、なかなかそこはハードルが高

くてできなかったという経緯がございます。 

 ただ一方で、２年間で執行できないという

事例も十分想定されますので、そういった場

合には、現実的には国のほうで予算をつけか

えをしてもらうということが現実的なのかな

というふうに思っています。 

 ただ、それをやるにしても、例えば、補正

予算だと手厚い財政支援措置があるのに、当

初予算になった途端に支援措置がなくなると

いう場合もあり得るので、そういったことも

留意しながら、とりあえず年度内の執行に努

めていくというのが大原則ではございますけ

れども、年度末が近づいてそういう状況があ

れば、そこは柔軟に各省と個別に調整をして

いくということは必要かなというふうに思っ

ております。 

 

○前川收委員 今やれるのは、一回そこで事

業をやめて、執行予算を途中でやめて、それ

で残った予算は戻しますといって戻して、新

年度予算で新たな予算をいただいて、そして

継続していく、これが通常の多分やり方で、

２回目以降はね、３回目というのはないわけ

ですから。 

 ただ、そうなったときには、途中で建設工

事が、家が２分の１建っていますと。２分の

１は建ったけど、残りの２分の１の予算は戻

しましたと、例えばグループ補助金であれば

ね。また、その残りの２分の１の予算はもら

わないと、ここは建たないと。家って２分の

１で済むはずがないわけでして、予算の根拠

もないから業者の皆さん方も非常に不安でし
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ょうし、その次、当初でいただいた予算と同

じ条件で次の新年度で予算は組めるのかとい

うのは、一般的には非常に不安定。そもそも

グループ補助金というのが、災害のときにつ

くった補正予算で出していただいた額、お金

ですから、その根拠がなかなかないでしょ

う。 

 ですから、ぜひ、このことはまだあと何カ

月もある、10カ月ぐらいあるんですかね、10

カ月以上か。もうそんなに長くもないと思っ

ていますので、もちろんそのぐらいに終わる

と、終わっていただくように我々がサポート

するということが第一義でありますが、それ

でも、液状化とか、家の基礎の部分が全然で

きてないというところもたくさんあるわけ

で、そこはまだ事業になってないところまで

ありますよね。そういうところも踏まえて考

えたら、やっぱりそういうことをしっかり視

野に置いて、この際、もうやっていると思い

ますけれども、対処法をやっていくというこ

との姿勢を見せていただきたい。何より被災

者の皆さん方に不安を与えないと、家の復興

をやっているけれども、この先どうなるかわ

からないという不安を与えないように、しっ

かり頑張ってください。 

 答弁要りません。以上です。 

 

○早田順一委員 今前川委員のほうから事故

繰越のお話がございましたけれども、それに

ちょっと関連してなんですけれども、その要

因として、多分工事の入札の不調とか、そう

いうのもあるんじゃないかというふうに思い

ますけれども、例えば１ページなんか、その

東部支援学校入札が５回もされたということ

でございますけれども、そのほかの工事もい

ろいろあっていると思います、そういう不調

がですね。 

 で、その入札をやり直す中で、例えば当初

の、この建物とかこの事業は幾らの予算だっ

たけれども、入札を重ねるたびに予算がアッ

プしているのかどうか、ちょっとその辺を聞

かせていただきたいと思います。 

 

○内野幸喜委員長 どこで答えますか、これ

は。財政課でいいですか。 

 

○下山財政課長 財政課でございます。 

 済みません、詳しくお答えできなくて申し

わけないのですけれども、工事の実勢単価と

いうものが上げられる場合は、それを反映し

ていくというふうに伺っております。 

 

○早田順一委員 多分その資材が高騰したり

とか人件費が上がったりして、やっぱり値段

が合わないからということで不調になってい

ると思いますけれども。だから県全体の、例

えば県有施設においてそういうのが不調にな

って、どれぐらい全体的に予算をかさ上げと

いうか押し上げているのか、ちょっとその辺

を知りたかったもんですから。数字ではわか

らなければ、また後ででも教えていただけれ

ばと思います。 

 

○内野幸喜委員長 じゃ、後でよろしいです

か。 

 

○早田順一委員 はい。 

 

○内野幸喜委員長 ほか、質疑はありません

か。 

 

 12ページの補欠選挙に関し

て、ちょっとお尋ねなんですが、来春の地方

統一選挙で、県議選で新たに公費でチラシを

使えるようになるというお知らせをいただい

ているんですが、この補欠選挙もそれが適用

されるのかどうかと、そのチラシは証紙を張

ったりとか、これ国政選挙のチラシと運用の

仕方は同じと考えていいのか、その辺ちょっ

と詳しくお知らせください。 
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〇間宮市町村課長 市町村課でございます。 

 県議会議員選挙におけるビラ頒布につきま

しては、公選法が改正をされまして可能とな

りました。 

 また、先般、県の条例を改正させていただ

きまして、公費による負担をさせていただく

ということになっております。 

 この公選法の改正、そして条例の改正につ

いては、次の統一地方選挙から適用するとい

うことにしておりますので、今回の補欠選挙

においては適用がございません。 

 運用につきましては、基本的には国会議員

選挙と同様と考えておりますが、配布の可能

枚数が違うということはあります。 

 また、詳細については、選挙が近づきまし

たら先生方に御説明をさせていただきたいと

いうふうに考えております。よろしくお願い

します。 

 

 了解しました。 

 続いてもう１問よろしいですか。 

 

○内野幸喜委員長 はい、どうぞ。 

 

 くまモングループにちょっ

と質問いたします。 

 くまモンの運用方法がことしの１月、４月

からまた新たに変わったと聞いているんです

が、１月に制度変更したときに、県内の業者

さんが説明会に、かなりの数の業者さんが集

まって、いろいろ困ると、いろんな苦情が寄

せられたと思うんですが、私のところにも若

干、業者さんから問い合わせが来たりしてい

るんですが、今どうなっているのかを教えて

ください。 

 

○小金丸くまモングループ課長 くまモング

ループ課です。 

 御質問をいただいた分ですけれども、１月

の説明会時、やはり県内事業者の方から、た

くさんの御意見をいただきました。 

 その後、直接そういった御意見をいただい

た事業者様を直接訪問することによって、ど

のようなところに課題があるのかということ

を整理をさせていただきました。 

 そういった中で、昨年度中に県内事業所様

が海外展開する際のいわゆる優遇措置、これ

を３点定めさせていただきました。 

 まず１点目が、県内事業所様が海外に製品

を出す際のライセンス料、これは通常、海外

展開する際は有料としておりますが、これを

無料とさせていただきました。 

 それから２番目に、県内事業所様だけが扱

えるイラスト、こういったものを御用意しよ

うということで、ただいま準備中でございま

す。これは県外ないしは海外の事業所様が使

えないイラストになります。 

 それから３点目が、やはり海外に展開する

際、今後はいわゆる相談先が県外あるいは海

外の事業所に相談いただく、海外のエージェ

ントに相談いただくということになっていた

んですが、これをこれまでどおり、県庁前に

ございます委託事務局、そういったところに

御相談できるように便宜を図ったところでご

ざいまして、そういった見直しをする中で、

県内事業所様のほうからの不安、そういった

部分も解消されておるところでございます。 

 以上です。 

 

○内野幸喜委員長 委員、まずは議案に

ついての質疑を。これは今しましたのでいい

と思いますが。 

 

 はい。以上です。 

 

○内野幸喜委員長 ほかに、議案についての

質疑はありませんか。 

 

○溝口幸治委員 議案の第４号の県税の条例
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の一部改正ですが、加熱式たばこが新たに課

税をされる、それから普通のたばこも税率が

変わるということですけれども、熊本県の税

収にどう影響するのかというのを、わかる範

囲で教えていただきたいんですけれども。 

 ちょっと加熱式たばこが出てきて、例えば

税収が減って、今回加熱式たばこを加えると

どれぐらい上がるのかということと、これ段

階的に普通のたばこも上がっていきますけれ

ども、本県の税収にどう影響するのか。もち

ろん、今禁煙、禁煙と言われるのでやめる人

もいるんでしょうけれども、大まかにそうい

う見通しができているのかどうか、そこも含

めて。わかる範囲で結構です。 

 

○増田税務課長 税務課です。 

 細かな試算というのはなかなか難しいとこ

ろがございますが、国の試算の中で、地方の

たばこ税の今回の見直しに係る増分というの

が1,100億円程度ではないかという見込みが

されております。 

 現在、国、地方を合せると２兆円たばこ税

がございまして、県は20億円、要は1,000分

の１ぐらいなんですけれども、そのあたりか

ら類推しますと、１億、２億ぐらいの数字に

なるのではないかと。 

 ただ、前回の平成24年の見直し以降、大体

21億、２億それから20億円程度をずうっと、

ある意味横ばい程度で来ておりますので、１

～２億というのがその中に吸収されれば同じ

ぐらいの数字でいきはしないかと、見込まれ

るのではないかと。ただ、それによってどれ

だけ本数が、販売本数が増減していくのかと

いうのはございますので。済みませんが、そ

の程度でございます。 

 

○溝口幸治委員 わかりました。単純に上が

っていくとは思わないんですけどね。上がる

からやめるという人も出てくるでしょうけれ

ども。余りこういうのは予測が立てにくいと

いうことですよね。余りそういう予測は税務

課のほうでもしない。国の今の試算はわかり

ましたけれども、県の場合は余りそういう予

測を立てたりというのはないというふうに理

解しておいていいですかね。 

 

○増田税務課長 今回の見直しについて、ど

うなるかという見込みまでは立てておりませ

ん。 

 

○溝口幸治委員 わかりました。 

 

○内野幸喜委員長 ほかに質疑はありません

か。 

 

○大平雄一委員 済みません。６ページの物

件費の『ONE PIECE』の連携復興応援事業な

んですけれども、県庁のほうに設置されると

いう部分と市町村と連携してされるというよ

うな取り組みを考えておられると思うんです

けれども、それを具体的にちょっと教えてい

ただきたいんですけれども。 

 

○府高秘書グループ課長 知事の答弁のほう

で、この前、県庁プロムナードの設置とあわ

せて財源の話と、それから今後被災各地に仲

間の像をつくっていくという表明をさせてい

ただきました。ただ、ここは集英社さん、そ

れから尾田先生の御了承を得てここまで表明

いたしましたけれども、中身については、こ

れから具体的な協議を、県内市町村との協議

も含めて、これから具体的なことを進めてい

きたいと思っております。 

 

○内野幸喜委員長 大丈夫ですか。 

 

○大平雄一委員 はい。 

 

○内野幸喜委員長 ほか、質疑はありません

か。 
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 なければ、以上で質疑を終了します。 

 それでは、ただいまから、本委員会に付託

されました議案第１号、第４号、第13号、第

14号及び第30号について、一括して採決した

いと思いますが、御異議ありませんか。 

  （｢異議なし」と呼ぶ者あり) 

○内野幸喜委員長 御異議なしと認め、一括

して採決いたします。 

 議案第１号外４件について、原案のとおり

可決または承認することに御異議ありません

か。 

  （｢異議なし」と呼ぶ者あり) 

○内野幸喜委員長 御異議なしと認めます。

よって、議案第１号外４件は、原案のとおり

可決または承認することに決定いたしまし

た。 

 次に、閉会中の継続審査事件についてお諮

りいたします。 

 議事次第に記載の事項について、閉会中も

継続審査することを議長に申し出ることとし

てよろしいでしょうか。 

  （｢異議なし」と呼ぶ者あり) 

○内野幸喜委員長 はい。それでは、そのよ

うに取り計らいます。 

 次に、その他に入ります。 

 執行部から、報告の申し出が５件あってお

ります。 

 まず、報告について執行部の説明を求めた

後、一括して質疑を受けたいと思います。 

 それでは、順次報告をお願いいたします。 

 

○白石政策審議監 知事公室でございます。 

 資料は、Ａ３横のカラーの資料をお願いい

たします。 

 創造的復興に向けた重点10項目について、

現時点における進捗状況について、御報告さ

せていただきます。 

 この資料は、復旧・復興プランの中でも、

特に県民生活にかかわりの深い10項目を重点

的に進捗管理する目的で、平成28年度から31

年度までの４年間の主な取り組み内容とスケ

ジュールを一覧表で作成しておるところでご

ざいます。 

 青いところは既に完了もしくは達成したと

ころの取り組みでございまして、本日は、昨

年度報告からの変更部分、主に29年から30年

の取り組みにつきまして、赤字で記載してい

るところを中心に御説明させていただきま

す。 

 なお、各取り組み事項につきましては、関

係する委員会には、所管部のほうからそれぞ

れ報告をさせていただくこととしておりま

す。 

 それでは、まず初めに「すまい」の再建で

ございます。 

 昨年８月に、住まいの再建に係る４つの支

援策を示した結果、仮設住宅等入居者世帯数

は、昨年５月の約２万世帯から、１年で約１

万4,000世帯にまで減少しております。約１

万2,000人の方が、住まいの再建を実現され

ているという状況でございます。 

 また、災害公営住宅につきましては、現

在、事業着手率が約73％、今年度中に635戸

を整備する予定でございます。西原村では、

この６月に、県内で最初に12戸が完成してお

ります。平成30年度末に向けまして、住まい

の再建が一日も早く完了できるよう取り組む

こととしております。 

 次に、２番目の災害廃棄物の処理でござい

ます。 

 発災から２年以内の処理完了を目指して取

り組んできておりまして、現時点で99.9％の

処理が完了しております。 

 残りは、住民の合意形成に時間を要しまし

たマンションや南阿蘇村等の山腹崩壊で現地

に入れない物件など計30件が残っておりまし

て、今年度中に完了する予定でございます。 

 次に、阿蘇へのアクセスルートの回復でご

ざいます。 

 国道57号北側復旧ルート及び国道325号阿
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蘇大橋ルートにつきましては、2020年度の全

線開通に向けて、国土交通省に精力的に復旧

を進めていただいております。 

 暫定開通しております俵山ルート、それか

ら長陽大橋ルートなども含めまして、一日も

早い本格復旧に向けて国に要望するととも

に、引き続き国と連携して早期の復旧を図り

たいと考えております。 

 また、鉄道、ＪＲ豊肥本線につきまして

は、現在国と県で斜面対策工事を実施してお

りまして、県の砂防・治山工事は、平成30年

度末見込みで、９カ所が工事完了予定でござ

います。 

 ＪＲも、豊肥本線復旧事務所を設置して、

全線復旧に向けた工事を進めております。 

 南阿蘇鉄道につきましては、昨年12月には

国の支援スキームが決定されまして、本年３

月に工事着工をいたしました。全線復旧時期

につきましては、詳細な調査設計等を踏まえ

て判断されることになっておりまして、引き

続き国と早期復旧に向けて取り組んでいくこ

ととしております。 

 次に、４番目の熊本城の復旧でございま

す。 

 昨年策定しました熊本城復旧基本計画に基

づきまして、来年秋には大天守の外観が復旧

する予定でございます。 

 復旧過程を見ていただく見学通路の設置に

つきましては、2019年秋の国際スポーツ大会

に間に合うように、できる限り早い設置に向

けて検討が進められています。 

 熊本城は復興のシンボルでありまして、し

っかり国や熊本市と連携して取り組んでいき

たいと思っております。 

 次に、５番目の益城町の復興まちづくりで

ございます。 

 熊本高森線の４車線化につきましては、昨

年10月から用地交渉に着手し、建物調査につ

いては約86％着手しております。そのうち、

５月末時点で全体の11.1％の用地契約をいた

だいているところでございます。平成31年度

のモデル地区整備に向けて、用地買収を全力

で進めていくこととしております。 

 また、木山地区の土地区画整理事業につき

ましては、３月に、町の都市計画決定それか

ら県施行協定を締結し、本年４月２日には、

益城復興事務所を40名体制で設置しておりま

す。現在、用地先行買収に取り組んでいると

ころでございます。 

 次、２枚目をお願いいたします。 

 ６番目の被災企業の事業再建でございま

す。 

 グループ補助金につきましては、交付決定

進捗率が、平成29年度末で97.3％となってお

ります。 

 今年度から、これまで工事業者不足などの

本人の事情によらずに申請できなかった事業

所を対象として、グループ認定に係る第５次

募集を、今月末まで実施しているところでご

ざいます。 

 次に、７番目の被災農家の営農再開でござ

います。 

 被災農家の営農再開率は、現在96.9％とな

っておりまして、平成30年度までに復旧完

了、31年度には100％を目指して取り組みを

加速化しているところでございます。 

 営農施設の復旧や農地の大区画化の取り組

みについても、本年度を目途に完了するよう

取り組んでいくこととしております。 

 次、８番目が、大空港構想Next Stageの実

行でございます。 

 空港運営の民営委託のため、実施方針等が

本年１月に公表され、３月には公募選定手続

が開始されております。今後、国による審査

を経て、今年度末までに優先交渉権者が決定

される予定でございます。 

 国や関係者と連携しながら、本県のさらな

る発展に資する空港となるよう取り組んでま

いります。 

 ９番目が、八代港のクルーズ拠点整備でご
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ざいます。 

 本年２月にロイヤル・カリビアン・クルー

ズ社と協定を締結し、今後はこの協定に基づ

き、県が大型バス駐車場、船社が旅客ターミ

ナルなどのエリアを整備することとしており

ます。 

 2020年４月の国際クルーズ拠点の供用開始

に向けて、引き続き国や船社と連携しながら

しっかり取り組んでまいります。 

 最後に、10番目の国際スポーツ大会の成功

でございます。 

 女子ハンドボールにつきましては、今年

度、国際ハンドボール連盟との協議の上、県

内会場が熊本市、山鹿市、八代市との見通し

になったことを踏まえまして、来週開催の熊

本の組織委員会理事会において、実施計画を

承認いただく予定となっております。今後

は、この計画に基づきまして、準備を進めて

いくこととしております。 

 また、本年８月には、海外の強豪チームを

熊本に招いて、おりひめＪＡＰＡＮとの国際

親善試合、それから12月に、アジア予選を兼

ねた女子アジア選手権が開催されることにな

っております。 

 また、ラグビーにつきましては、昨年12月

に試合日程が公表されまして、本県では10月

に、フランスとトンガ、ウェールズとウルグ

アイの２試合が決定しております。 

 ４月20日には公認キャンプ地の内定が公表

され、本県で試合を行う全４チームが本県で

キャンプを行うことになっております。 

 これら２つの国際大会の成功を通して、復

興する熊本を国内外に発信することとしてお

りまして、今後、オール熊本の体制、取り組

み準備を加速化していくこととしておりま

す。 

 以上、これらの重点10項目を初め、復旧、

復興に向けた取り組みを、全庁一丸となって

着実に進めていきたいと思いますので、引き

続き御指導をよろしくお願い申し上げます。 

 以上でございます。 

 

○永江財産経営課長 財産経営課でございま

す。 

 県央広域本部及び防災センターの合築庁舎

に係るスケジュール等について、財産経営課

と危機管理防災課から御報告させていただき

ます。代表して、財産経営課から御説明いた

します。 

 お手元のＡ４横の資料をごらんください。 

 本件については、４月の常任委員会でも概

要を御説明させていただきました。今回は、

重複する部分もあるかと思いますが、その後

の状況や今後の予定等を御報告させていただ

きます。 

 まず、資料左側の１、建設予定地について

は、県庁敷地内の行政棟新館北側を基本に考

えており、図面の中の赤の点線で表記してお

ります。この付近を中心に、具体的な場所に

ついては、今後、工法も含め、コスト的にも

バランスの優れた計画を設計の中で検討して

いくこととしております。 

 資料の右側をお願いします。 

 ２、整備スケジュールですが、(1)の工期

については、基本設計と実施設計を合わせて

２年、建設工事で３年、全体で５年程度と考

えております。 

 次に、(2)設計委託発注の概要につきまし

ては、実際の発注は土木部で実施することに

なりますが、入札予定時期については平成30

年９月、履行予定期間は約15カ月、入札・契

約方法については、公募により技術力や経

験、遂行体制など含めた提案書の提出を求

め、それらを評価して設計者を選ぶ公募型プ

ロポーザル方式を予定しております。 

 なお、時期等については現時点での予定で

あり、今後変更となる可能性もございます。 

 最後に、参考として右下の合築庁舎の概要

ですが、床面積は約１万平米で、その内訳と

しまして、県央広域本部の執務室等として約
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3,400平米、県央広域本部と防災センターの

供用スペースとして約3,600平米、防災セン

ターの専用スペースとして約3,000平米を想

定しています。 

 供用スペースは、平時は県央広域本部等の

供用会議室として使用し、熊本地震のような

大規模災害発生時には、災害対策本部や政府

現地対策本部の会議室あるいはプレスルーム

等として使用する予定でございます。 

 なお、事業費は約100億円を見込んでおり

ますが、事業費を含め面積等については、今

後精査してまいります。 

 御報告は以上です。よろしくお願いしま

す。 

 

○内田企画課長 企画課でございます。 

 ｢政令指定都市誕生後の県内各地域の将来

像」に係る熊本地震の影響の検証について、

御報告させていただきます。 

 お手元にＡ４判の本体の資料とＡ３判の概

要版を御用意しておりますが、本日はＡ３判

の概要版で御説明をさせていただきます。 

 まず、概要版資料上段の検証の基本的な考

え方でございます。 

 この県内各地域の将来像は、熊本市の政令

指定都市移行を踏まえ、県内各地域における

アイデンティティーや強みを生かした取り組

みの方向性などを示すため、平成23年12月

に、おおむね10年程度の期間を射程として策

定したものでございます。 

 これまでの成果といたしましては、ちょう

ど概要の中段の左側に白い枠囲みをしており

ますけれども、県内各地域で取り組みが具体

的に進展をしてきております。例えば、世界

文化遺産に登録された万田坑、三角西港や、

登録を目指す﨑津集落を活用した広域観光、

それから県南フードバレー構想に基づく商品

づくり、水俣・芦北地域雇用創造協議会にお

ける高付加価値な産業創出など、各地域で特

色のある新たな取り組みが生まれ、具体化を

してきているところでございます。 

 一方で、日本全国が今直面をしております

人口減少や少子高齢化等の課題に対しまして

も、熊本への人の流れの創出や人材流出の抑

制等、新たな取り組みに果敢にチャレンジを

開始したところでございました。 

 そのような中、平成28年４月に本県に甚大

な被害をもたらしました熊本地震が発生をい

たしました。 

 熊本地震は、特に被害の大きかった熊本都

市圏東部地域や阿蘇地域はもちろんのこと、

県内各地域でさまざまな環境変化をもたらし

ております。 

 このため、熊本地震がもたらした環境変化

とその影響、それを踏まえまして、地震を受

けて今後重要と考える新たな取り組みと、そ

れから震災以外の社会情勢の変化を踏まえた

新たな取り組みにつきまして、この２点の観

点から、今回、各地域の意見を伺い検証、整

理を行ったものでございます。 

 概要には記しておりませんけれども、具体

的な手続といたしましては、全市町村それか

ら各広域本部、地域振興局から意見を伺いま

した。また、地震の影響も大きかった一部18

市町村に対しましては、何回かヒアリングを

重ねまして、検証を進めたところでございま

す。 

 さらに、今回取りまとめた案を４月以降改

めて全市町村、各広域本部、地域振興局を初

め、県庁各部にも照会をいたしまして整理を

したものが、現在お手元に配付をさせていた

だいているものでございます。 

 検証を行った結果でございます。資料の中

段でございますけれども、｢県内各地域の

「主な取組みの方向性｣」のところをごらん

いただきたいと思います。 

 平成23年12月に当初設定をいたしました６

つの圏域の枠組み、また、県境地域における

九州各県との連携も含めまして、現在各地域

が目指す取り組みの方向性につきましては、
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当初の将来像におおむね包括されることが確

認できました。 

 その上で、各地域に新たな取り組みが生ま

れております。今回、震災の対応等を中心と

しました全地域共通の取り組みと、それから

社会情勢の変化等に対応いたしました地方創

生に係る各地域ごとの特性を生かした取り組

みと分けて位置づけておりますので、御紹介

をさせていただきたいと思います。 

 まず「県内各地域の「主な取組みの方向

性｣」のところでございまして、全地域共通

の新たな主な取り組みの方向といたしまし

て、ちょうど緑色の枠囲みでマル新と書いて

あるところでございますが、自治体の庁舎、

それから医療施設、学校施設等、防災拠点の

強靱化等が掲げられております。また、地域

防災計画や防災マニュアルの整備、自主防災

組織を中心とした防災体制の強化等、防災体

制の強化について掲げられているところでご

ざいます。また、県産品販売、観光面におけ

る風評被害の払拭に向けた正確な情報発信等

が掲げられております。それから、被災企

業、被災農家の復旧・復興支援が掲げられて

おります。また、復旧、復興に向けた住民意

向の把握、買い物弱者への支援、交通ネット

ワークの整備などが復興のまちづくりとして

掲げられているところでございます。それか

ら、安心して住み続けられる住まいの再建確

保に向けた、地震を踏まえた住宅整備につい

ても共通して掲げてございます。また、被災

時の緊急救援活動等に必要な通行機能の確保

等、道路のリダンダンシーの確保について

も、全地域取り組みの方向性が示されている

ところでございます。 

 次に、地方創生に向けた各地域の新たな主

な取り組みの方向性について、御紹介差し上

げたいと思います。 

 まず、(1)熊本市を中心とした熊本都市圏

でございますが、ここにつきましては、熊本

城を初め、熊本地震の記録、記憶の継承がう

たわれております。また、県の大空港Next 

Stageと連携した熊本都市圏東部地域のまち

づくり、また、国際スポーツ大会の開催を契

機とした交流人口の拡大などが掲げてござい

ます。 

 次に、(2)の県北地域でございます。この

地域においては、新たに幹線道路ネットワー

クを生かした新たな人の流れの創出、日本遺

産認定や大河ドラマを核とした地域資源の磨

き上げによる広域的観光のさらなる振興など

が掲げられているところでございます。 

 (3)の阿蘇地域でございます。立野地域等

を初めといたしまして、熊本地震の記録、記

憶の継承として、回廊型のミュージアムの形

成などがうたわれているところでございま

す。また、国道57号やＪＲ豊肥本線の復旧と

阿蘇へのアクセスルートの回復、また、国立

公園満喫プロジェクト等を活用したインバウ

ンド等交流人口の回復・拡大、移住・定住の

促進等がうたわれているところでございま

す。 

 (4)の県央東部地域といたしましては、九

州中央自動車道の整備、進捗を見据えた動き

といたしまして、良好な自然環境等の情報発

信を強化すること、雇用を創出しながら中山

間県境地域における移住、定住の拡大等が掲

げられているところでございます。 

 (5)県南地域においては、県南フードバレ

ー構想に基づく６次産業化、販路拡大、それ

から企業誘致等がうたわれております。ま

た、アジアに開くゲートウエーとして、八代

港の人流・物流拠点の推進、第６次水俣・芦

北地域振興計画を着実に推進しつつ、ＩＴ企

業のサテライトオフィスの誘致等、若者の地

元定着につながる新たな雇用創出等がうたわ

れているところでございます。 

 (6)の天草・宇土半島地域においては、長

崎県等との連携をしつつ、世界文化遺産等を

活用した滞在型観光の推進、天草宝島物産公

社等の取り組みによります地場産品の販路拡
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大、起業、事業拡大等の支援等が位置づけら

れているところでございます。 

 将来像の実現に向けての今後の取り組みで

ございますけれども、今回の検証は、将来像

に沿ったこれまでの取り組みや熊本地震によ

って生じている課題、今後新たに必要となる

取り組みを市町村から直接伺う機会となりま

した。 

 この将来像の実現に向けましては、取り組

み内容や課題を県と市町村が共有し、しっか

り連携して取り組むことが必要だと認識して

おります。 

 今後、県といたしましては、改めて各市町

村を直接訪問いたしまして、意見交換を行い

たいと考えております。 

 そこで、各地域の主な取り組みの方向性を

ベースに、具体的な事業の取り組み内容や課

題などを把握し、市町村と改めて共有するこ

とにより、復旧・復興４カ年戦略に掲げた創

造的復興の取り組みと各地域、市町村におけ

る熊本の将来を見据えた取り組みを確実に実

現してまいりたいと考えております。 

 ｢政令指定都市誕生後の県内各地域の将来

像」に係る熊本地震の影響の検証につきまし

ての御報告は以上でございます。 

 

○西尾文化企画・世界遺産推進課長 文化企

画・世界遺産推進課でございます。 

 世界文化遺産登録推進の取り組み状況につ

いて、御報告いたします。 

 資料をごらんください。 

 まず、１点目、本年の登録を目指しており

ます長崎と天草地方の潜伏キリシタン関連遺

産につきましては、５月４日に、ユネスコ世

界遺産委員会の諮問機関でありますイコモス

から、世界遺産一覧表への記載が適当という

勧告がなされたところでございます。 

 今月24日から７月４日にかけまして、中

東・バーレーンで開催されます第42回世界遺

産委員会におきまして、勧告を踏まえて登録

の可否が審議、決定される予定となっており

ます。 

 なお、登録の決定は６月29日から７月２日

までの間で、時差の関係で夕方から深夜にな

る見込みでございますが、決定の際には、速

報とその後の詳細情報につきまして、各委員

の皆様にもファックスで御報告させていただ

く予定にしておりますので、よろしくお願い

いたします。 

 また、当日は、天草市におきまして、世界

遺産委員会の審議状況のパブリックビューイ

ングや、記念セレモニーが﨑津集落で実施さ

れる予定でございます。 

 県におきましても、８月以降に、熊本市内

の中心部で潜伏キリシタン関連遺産の登録記

念イベントを予定しておりまして、その際に

は、あわせて明治日本の産業革命遺産や阿蘇

の取り組みにつきましても、情報発信をして

いく予定でございます。 

 次に、２点目でございます。 

 既に登録済みの明治日本の産業革命遺産、

万田坑、三角西港についてでございます。 

 これにつきましては、平成27年の登録時に

世界遺産委員会から幾つかの課題が示されて

おりまして、その一つである構成資産の保存

状況等の報告につきまして、昨年11月に国が

取りまとめて世界遺産委員会へ報告書を提出

しております。今回の世界遺産委員会で審議

がされる予定という形になっております。 

 また、本年度は、国や荒尾市、宇城市等と

連携しながら、それぞれの市で策定されまし

た修復整備活用計画に沿いまして、構成資産

の保全管理、調査研究、情報発信等に取り組

んでまいります。 

 最後になりますが、３点目の阿蘇について

でございます。 

 こちらは、世界遺産暫定リスト入りを目指

して、県と阿蘇郡市７市町村で構成いたしま

す阿蘇世界文化遺産登録推進協議会におきま

して、登録に向けた取り組みを進めておりま
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す。本年度は、有識者から成ります学術検討

委員会を設置いたしまして、阿蘇の世界遺産

としての価値を学術的な面から明確化すると

いうことにしております。 

 また、阿蘇の取り組みに関しまして、経済

界を中心とした支援組織、阿蘇世界文化遺産

登録推進九州会議が発足しております。九州

全体で登録に向けた機運醸成を進めることと

されておりまして、県といたしましても連携

いたしまして、広報啓発など、登録に向けた

機運醸成に引き続き取り組んでまいります。 

 報告は以上でございます。 

 

○吉野川辺川ダム総合対策課長 川辺川ダム

総合対策課でございます。 

 川辺川ダム問題についてをごらんくださ

い。 

 １点目の御報告は、球磨川治水対策協議会

についてでございます。 

 球磨川の治水につきましては、戦後最大の

被害をもたらした昭和40年７月洪水に対応で

きるよう、国土交通省、熊本県及び流域市町

村で協議を続けております。 

 去る３月28日に、第３回整備局長・知事・

市町村長会議を開催いたしました。 

 概要といたしましては、これまでの協議

で、個別の治水対策案をそれぞれ単独で実施

しても目標達成できないということがわかっ

ておりますので、今後、複数の治水対策の組

み合わせ案について検討することとしてお

り、その検討方針及び治水対策の進捗状況に

ついて意見交換を行いました。 

 組み合わせ案の検討方針につきましては、

検討対象とする対策を引堤や河道掘削等の８

対策とし、中心対策案と補完対策案という考

え方で組み合わせ、それを安全度、概算事業

費、おおむねの工期、実現性等の課題整理の

軸ごとに評価を行うというものでございま

す。 

 今後、事務局でいいと思われる複数の組み

合わせ案と評価案を立案した上で、総合的な

評価を行ってまいります。 

 なお、市町村からは、国、県の治水対策事

業への感謝とともに、昨今の異常気象を踏ま

え、早期の対策、検討を望む意見などが出さ

れております。 

 次のページでございます。 

 ２点目の報告は、五木村の振興についてで

ございます。 

 五木村の振興につきましては、平成20年度

に議員提案により制定いただきました五木村

振興推進条例に基づきまして、村と県が共同

で計画を策定し、財源として10億円の基金を

設置して、村とともに事業を推進していると

ころでございます。 

 平成29年度につきましては、新たにオープ

ンした五木村歴史文化交流館のＰＲ強化等の

観光振興に取り組み、観光客数は震災前まで

回復しました。このほか、五木産材を活用し

た五木源住宅の流通を担う仕組みづくりや、

移住者向けのお試し住宅の整備等を行いまし

た。 

 平成30年度につきましては、水没予定地に

整備するコテージ等の運営体制の確立、被災

者を対象といたしましたバスツアーの実施等

によります五木源住宅のＰＲ促進等に取り組

んでまいります。 

 また、基盤整備事業につきましては、平成

23年６月の３者合意に基づき、国の交付金や

県からの総額50億円の財政支援を活用して実

施してきており、平成30年度は、コテージ整

備や道路ネットワークの整備等を引き続き進

めてまいります。 

 下の参考の欄に、平成21年度から29年度ま

での９年間の振興の成果と課題をまとめてお

ります。 

 ソフト事業につきましては、観光客の増加

や木材生産量の増加等、個別事業について一

定の成果が出ております。 

 また、ハード事業についても、観光交流の
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核となる施設の整備や生活関連施設の整備が

大幅に進んでおります。 

 しかし、村民からは、経済効果が不十分と

いう意見もいただいており、また、人口の社

会減の抑制までには至っておりません。 

 本年度が、ふるさと五木村づくり計画の最

終年度となっておりますけれども、残された

課題の解決に向けた取り組みを、村と連携し

ながら継続して進める必要があると考えてお

りまして、31年度以降の支援のあり方につい

て、村と丁寧に協議をしてまいります。 

 以上でございます。 

 

○内野幸喜委員長 以上で執行部の説明が終

わりましたので、質疑を受けたいと思いま

す。質疑はありませんか。 

 

○大平雄一委員 県央広域本部と防災センタ

ーの合同庁舎で、参考の中に震災ミュージア

ムをここにというような計画ということだっ

たんですけれども、今の段階で書けなかった

のか、どういうイメージなのかというのが、

ちょっとイメージできなかったものですか

ら。 

 

○白石政策審議監 防災センターの中に震災

ミュージアムの拠点をつくるということで、

昨年度末の基本方針では書いておりますけれ

ども、実際にどういうものにするかというの

は、今年度詰めていく部分がございますの

で、まずはその防災センターの中には、スペ

ースだけを確保していただくというようなお

願いをしておりまして、これから中身を詰め

ていくような状況でございます。 

 

○内野幸喜委員長 よろしいですか。 

 ほか、質疑は。 

 

○前川收委員 川辺川ダム問題の治水のほう

はもう言いません。 

 五木村の話なんですけれども、一応最終年

度ということで、基金10億組んで五木村振興

計画が進んでいるわけでありますけれども、

ことしが最終年度だということで、30年度末

の残高見込みが4,200万円ということになっ

ております。 

 村の中でさまざまな議論があっていると思

いますし、当然、県も一緒になって議論して

いただいているところだと思いますが、何を

どうしてくれということじゃなくて、この10

年間県として川辺川ダムの後遺症と言ったら

いかぬですけれども、中止になったその前提

の中で取り組んできた成果というのをしっか

り残したいというふうに思っていますし、10

年というのは、基本的には基金の使うあれが

10年ということで決めているだけであって、

村の生活は10年で終わるわけではなくて、こ

れからもずっと続くわけでありますから、ど

うしろということよりも、しっかりそのこと

を踏まえた対応をことし１年間やっていただ

きたいなというふうに思っています、丁寧に

やっていただきたいと。 

 それで、やっぱりどうするかは、ことし１

年の末ぐらいまでは、しっかり見極めをしな

がら、次のことを、我々も条例案を提案し、

議員提案でつくった責任もございますので、

そこはそこでまた判断をする時期が来るんだ

ろうというふうに思っておりますが、その判

断にかなうような振興策でしっかり取り組ん

でいただきたいというふうに思います。これ

はもう要望で結構です。 

 それと、ちょっと興ざめなことを聞いて済

みません。 

 世界文化遺産の登録の推進で一生懸命頑張

っていただいておりますから、ぜひ頑張って

いただきたいんですけれども、世界文化遺産

て幾つまでつくるんですか。前から少し疑問

だったんですけれども。 

 現在、世界で1,073件あると。日本で21件

認められている、登録されているということ
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でありますけれども、多分もう40年ぐらい続

いているんですかね、こういう登録制度が始

まってから。 

 世界遺産を目指して登録をいただければ、

それは観光ツールとか地域振興ツールとして

は非常にいいものですから、それを目指すの

は当然だと思うし、目指すべきところがしっ

かり目指すんだろうというふうに思いますけ

れども、一体幾つつくるのかなと。つまり永

遠にこれはずっと続くのか、それとも日本の

遺産百選みたいに100で切りますよとか、そ

ういう種のものなのか。それは誰かわかりま

すか。教えてください。単純な質問です。 

 

○西尾文化企画・世界遺産推進課長 今のと

ころ、上限というのは決まっておりません。

１つ登録するのにも結構時間がかかりますの

で、いつまでというのはないんですけれど

も、上限も世界ユネスコのほうからは示され

ておりませんので、まだ当分続くものという

ふうに思っております。 

 

○前川收委員 もう何も言いません。わかり

ました。ありがとうございます。 

 

○内野幸喜委員長 ほか質疑は。 

 

○早田順一委員 政令指定都市誕生後の県内

各地域の将来像の件なんですけれども、この

ビジョンの策定から約４年半が経過しており

まして、各地域で本当に県庁の皆さん方御尽

力をいただいて、特色のあるいろんな政策が

つくられているというふうに思っておりま

す。 

 このビジョンの議論の中で、当初やはり熊

本市が政令市になることを県が支援するとい

うのは非常にまれだということで言われてお

りまして、なぜかといいますと、もちろんそ

の政令市だけじゃなくて、熊本県としてはそ

れ以外のところもやっぱり、しっかりと発展

をしていかなきゃいけない。そういう中で単

純に見ると、政令市が抜き出ていくんじゃな

いかという不安がございました。そういう中

で、県もしっかりと政令市に向けて取り組み

をされたわけですけれども。 

 そういった中で、例えば今人口減少と言わ

れていますが、将来、例えば20年後、30年

後、県内の人口が減ったときに、恐らくその

政令市というのはそんなには人口は減らな

い。それ以外のところが本当に、どんどんど

んどん今減っている状況であります。 

 だから、このいろんな政策をされて本当に

ありがたいんですけれども、結果的に、20年

後、人口の推移がどうなっているのか、非常

にやっぱり不安に思っております。 

 例えば、熊本市以外の菊池郡、合志とか大

津とか菊陽とかはある程度人口がふえたりし

ていますけれども、それ以外はもうほとんど

が減ってきております。 

 だから、本当に一生懸命頑張っておられる

んですけれども、本当に結果的にどうなるか

というのが非常に不安でありますので、恐ら

く各市町村とこれから検討をされていかれる

と思いますが、その辺で具体的にどうこうと

いうのはなかなか答えづらいと思いますけれ

ども、どの辺にやっぱりポイントを絞って政

策を打っていったほうが、そういった人口の

一極集中にならないのか、その辺もしも何か

お考えがあれば、ちょっと教えてもらいたい

んですけれども。 

 

○内田企画課長 企画課でございます。あり

がとうございます。 

 委員がおっしゃられましたとおり、人口減

少問題に対しましては、今回の本会議のほう

でも知事のほうから答弁を差し上げておりま

すように、幾つかの視点で、地域づくりの視

点があり、あるいは結婚とか子育ての視点が

あり、いろんな切り口から全ての総力戦で今

対処しているところでございます。 
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 各市町村のそれぞれの考え方ですとか実情

につきましては、もう一度改めてきちっと把

握する必要があると考えております。 

 今回、将来像の見直しという形で一回方向

性のほうを確認させていただきましたので、

私どもとしては、これをもって改めてもう一

回全市町村を訪問したいというふうに考えて

おります。その中で、今本当に置かれている

状況をしっかりこの肌で感じて把握するとと

もに、課題がどこにあるのかについても、も

う一度しっかり確認したいと思いますし、今

我々が打っている施策がそれに合致するかど

うかも検証したいというふうに思っておりま

す。その上で、市町村と改めてまた話し合い

を持ちまして、次の方向性も出していきたい

なと考えているところでございます。 

 まずは、この夏場以降、このビジョンを持

って市町村のほうに当たらせていただきたい

と思っております。 

 

○早田順一委員 根本的に、日本全体が東京

一極集中ということで、そこを散らさないと

本当はいけないんでしょうけれども、熊本県

でやれることを精いっぱい頑張っていただき

たいと思います。よろしくお願いします。 

 

○溝口幸治委員 同じく内田課長に、県南フ

ードバレー構想、知事の２期目でしたっけ、

目玉ということでずっとやってきているんで

すけれども、伴走型というか、やる気のある

人たちにとってはとてもいい制度だと思いま

すし、この事業そのものを否定をするもので

はないわけですけれども、各市町村を回って

またいろいろヒアリングもするとおっしゃっ

ているので、この県南フードバレー構想が本

当に県南地域にどれぐらい効果的な事業にな

っているのか、どれぐらいの町村、どれぐら

いの方々が利用されているのかというのを、

しっかり聞いていただいて、やっぱり検証も

する必要があるのかなというふうに思いま

す。思った以上に広がりがないのかなという

ような見方も一方あるんですね。 

 ただ、これはやっぱりやる気のある人にと

ってはとてもいい事業なので、ちょっとしっ

かり聞いていただいて、いつも県南の施策で

県の目玉といえば県南フードバレー構想と言

われますけれども、県南フードバレー構想て

何ですかと聞かれることも結構、県南地域に

住んでいるとあるので、そのあたりも含め

て、ちょっとヒアリングの際にしっかり聞い

ていただきたいと思います。 

 

○内田企画課長 ありがとうございます。 

 フードバレー構想のことにつきましては、

企画振興部でもともと発案しつつ、今全庁的

に、基本的に所管のほうは農林水産部のほう

が所管していただいていますけれども、基本

的には商工観光労働部含めて、全庁的に取り

組んでいるところでございます。 

 今委員からの御指摘もございましたよう

に、頑張っていらっしゃるところは非常に今

どんどん伸びていらっしゃるという状況があ

る中で、なかなかその恩恵にあずかれてない

じゃないかという御意見も耳に入っていると

ころでございますので、そこはしっかり把握

してまいりたいと。それを次のフードバレー

構想に生かしていきたいと思っております。

ありがとうございます。 

 

○内野幸喜委員長 ほか質疑はありません

か。 

 

○ 大造委員 重点10項目についての中

で、けさの新聞にも載っていたんですけれど

も、国際スポーツ大会がボランティアも含め

てちょっと盛り上がりに欠けるという指摘す

る記事も載っていたんですけれども、確かに

今熊本県の課題は多過ぎて、やることが多過

ぎて、ちょっともう本当国際スポーツ大会ま

で手が回ってないのかなとか思ってしまうん
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ですが、その辺どうなんですかね。今盛り上

がりをどうにかしたいとか、どうするべきか

とか、具体的な話はどこまで進んでいるか、

ちょっとお聞かせください。 

 

○白石政策審議監 ありがとうございます。 

 先生おっしゃいましたように、国際スポー

ツ大会につきまして、ラグビー、ハンドボー

ル、それとオリンピック、パラリンピックも

ありますので、一応４月には、御承知のよう

に専門の部を設置して、熊本市と県庁の職員

と合わせて100名近くの体制をとって準備を

進めていると思うんですけれども。 

 きのう、たまたま特別委員会もございまし

て、いろんな準備の状況とかも御説明いただ

いて、いろいろしっかり頑張ってくださいと

いう話はあったんですが、例えばボランティ

アの募集とか、それから、ボランティアの募

集はもう既にラグビーが始まっております

し、やがてハンドボールもボランティアを募

集して、そういった体制をとっていくとか、

順次計画的に今進めておりますので、機運の

醸成をもっとしっかりやるということで、事

務局のほうも全庁一丸となってやろうという

ことで、今取り組みを始めているところでご

ざいます。 

 

 しっかりお願いします。 

 

○内野幸喜委員長 ほかに質疑はありません

か。 

  （｢ありません」と呼ぶ者あり) 

○内野幸喜委員長 なければ、以上で質疑を

終了します。 

 次に、その他に入りますが、委員から何か

ありませんか。 

 

○早田順一委員 今梅雨時で、２～３日前の

雨も、球磨郡や菊池郡あたり大変心配をいた

しましたけれども、これからもまた災害が起

こるかもしれません。 

 そういう中で、河川の氾濫で、今国のほう

が、低価格の水位計ですかね、それを設置す

るようにということで、きょうＮＨＫでもテ

レビであっていましたけれども、全国5,800

カ所のうちの、今設置されているのが４つの

県の13カ所にとどまっているということで、

恐らく熊本県のほうにもこの設置の要請が来

ているだろうと思いますけれども、土木関係

とは思いますが、どれぐらいその設置を予定

されているのか、ちょっとまずそれをお聞か

せいただきたい。 

 

○宮本危機管理防災課長 委員お尋ねの水位

計の関係は、土木部河川課のほうで所管をし

てございまして、たしか昨年度の国の補正予

算で対応するという記事が出ましたもんです

から、私もそれは拝見をしておりまして、正

確には存じませんけれども、水位計を倍にす

るというふうなことで国全体では考えている

というふうなことを聞いてございます。 

 県内、今既存の河川課なり国なりが設置し

ている水位計が90少しございまして、済みま

せん、１桁台まではっきりわかりませんけれ

ども、90少しございまして、予定では80数カ

所を増設するというふうに河川課から聞いて

ございます。 

 

○早田順一委員 設置するには、多分あと何

年かかかるだろうというふうに思いますけれ

ども、現時点で、例えば、避難指示を出した

りするのは市町村の判断でされると思います

けれども、その市町村の中でもやっぱり温度

差があるというふうに思います。そういう中

で、県と市町村がその情報をしっかりとやっ

ぱり共有をしてやっていかなきゃいけないと

思いますけれども、そういう避難勧告とか、

避難指示ですかね、そういう判断とか、とて

もこの水位計とか有効だというふうに思いま

すけれども、現時点でそういう情報のやり取
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りとか、市町村とのやり取りとか、どんな感

じでやられているんですか。 

 

○宮本危機管理防災課長 県では、水俣の災

害があった後に、統合型防災システムという

のを取り入れておりまして、それ以前はファ

ックスでのやり取りとかいうのが多数ござい

ましたけれども、今は雨量計ですとか水位計

というのはリアルタイム――済みません、水

位計は10分おきとか、ある程度の時間を置き

ながらデータ把握してございますが、それは

我々、例えばスマートフォンでも見れるよう

な形になってございますし、市町村の防災担

当は、それを、先日の大雨のときも各自、各

市町村で把握をしながら、例えば水位の話で

いきますと、水防団待機をする水位があった

りとか、その後、氾濫警戒水位があったりと

か、そういう段階にございます。 

 先日、19日来の雨のときも、人吉市あたり

でかなり雨が降りまして、球磨川水系左岸の

胸川という川では、かなり水量が増しまして

氾濫危険水域を超えました。その時点で、人

吉市さんでは、避難勧告をその前にしてござ

いましたけれども、水位が上がった段階で、

水位が上昇してますということで、一定の限

られた地域に避難指示を出されました。 

 こうしたことで、市町村にとりまして雨量

と水位の関係、その辺を逐次分析をしなが

ら、勧告なり指示なりということで生かされ

ていると思っております。 

 例えば、土砂災害警報が出た際に、避難指

示とかを考えてない町村があってはいかぬと

いうこともございますので、防災センターで

は職員待機してございますが、そういう警報

が出たときに、町なり村なり、県では阿蘇の

広域大水害の後に予防的避難というのを呼び

かけてございますが、そういったものに取り

組まれる考えはございますかとか、随時確認

をしながら、県全体の防災――一番は災害が

発生しないことを目指しておりますので、そ

ういった形で市町村と連携をさせていただい

ているところでございます。 

 

○早田順一委員 空振りになるときもあるか

もしれませんけれども、やっぱり命が一番大

事でありますので、その辺の判断をしっかり

市町村と一緒にやっていただきたいと思いま

す。 

 

○内野幸喜委員長 ほか何か。 

 

 梅雨時期ということで、ク

ールビズが始まって、もう17年ぐらいたつの

かな、たしか。国のほうで当初28度で温度を

設定して、それでずっと来ているわけですけ

れども、その根拠自体が揺らいでいるという

話が出て、今後どうなるかなというふうに注

目しているんですが、日本全国28度で統一し

ているんですけれども、御承知のとおり、熊

本は湿度が非常に高くて、東京の28度の設定

と熊本で体感するのは全然違うと思うんです

ね。仕事の、多分県庁の現場でも30度ぐらい

じゃないかなと、現場の机の上ではですね。 

 ぜひ、小中学校、高校とかにもエアコン今

入っていますので、県庁は先にするとして

も、教育現場では27度までオーケーだよとか

ですね。エアコンの性能もこの10何年で随分

向上しているでしょうし、その辺どう考えて

いらっしゃるのか、ちょっと見解を。 

 

○永江財産経営課長 財産経営課でございま

す。 

 今先生がおっしゃるとおり、28度設定で今

現在運用しております。ただ、運用について

は、不快指数とか、そういった不快指数が77

以上になったら、気温とかそういったのもも

ちろん見ますけれども、そういったのを踏ま

えて空調運転を開始するとか、そういったこ

とで、できるだけ職員の健康面の管理とか、

そういったものも考慮しながら、ちょっと柔
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軟に運用していきたいということで考えてお

ります。 

 

 ぜひですね。やっぱり県庁

が変われば社会もがらっと変わってきますの

で、柔軟な姿勢をどんどん発表していってい

いと思いますので、よろしくお願いします。 

 

○内野幸喜委員長 ほか、質疑はありません

か。 

 では、済みません、私から１つ聞いていい

ですか。これはどこの課になるかわからない

ですが。 

 ことし３月の年度末とか、県庁もいろんな

大きな異動があって、その月にやっぱり引っ

越しとか重なるんですね。今回、引っ越し業

者がなかなか見当たらないとかいう意見があ

りました。 

 例えば、県庁の中で、毎年３月の年度末の

異動じゃなくて、一部、管理職の方とかは難

しいかもしれないですけれども、一部は９月

に異動を変えるとか、そうすることによって

経済的な波及効果も２回に分けられるんです

ね。３月末に一極集中するよりも、９月とか

に半分の方々が異動すれば、その時期に引っ

越しの需要も高まるわけですし、そういった

ことが可能かどうか、ちょっと聞かせていた

だければなと。 

 

○小原人事課長 人事課でございます。 

 本県の場合は、もう先生方も御存じかもし

れませんが、昔、昭和50年代ぐらいまでは７

月異動ということでやっておったんですが、

その後は定期異動ということで、４月１日と

いうことを原則にいたしております。 

 年度途中の異動ということに関しまして

は、小さな部分での異動は時々ございますけ

れども、定期異動みたいな形での大幅な、例

えば２度に分けてというようなことは、済み

ません、今まで検討してございませんでし

た。 

 そういうことが組織、業務の効率化等にど

う影響するのかを含めて、ちょっと検討させ

ていただきたいと思います。 

 

○内野幸喜委員長 ほか、ありませんか。 

 なければ、以上で本日の議題は終了いたし

ました。 

 最後に、陳情書等が４件提出されておりま

すので、参考としてお手元に写しを配付して

おります。 

 これをもちまして、第３回総務常任委員会

を閉会いたします。お疲れさまでした。 

  午前11時32分閉会 
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